
森林整備保全事業計画の策定について

森 林 計 画 制 度 の 体 系

政 府 森林・林業基本法第１１条

森林・林業基本計画

・長期的かつ総合的な政策の方向・目標

全国森林計画(15年計画)

・国の森林整備及び保全の方向
・地域森林計画等の指針

森林整備保全事業計画

森林整備事業と治山事業に関
する５年間の事業計画

地域森林計画(15年計画)

・都道府県の森林関連施策の方向
・伐採、造林、林道、保安林の整備の目標等
・市町村森林整備計画の指針

国有林の地域別の森林計画(10年計画)

・国有林の森林整備、保全の方向
・伐採、造林、林道、保安林の整備の目標等

市町村森林整備計画(10年計画)

・市町村が講ずる森林関連施策の方向
・森林所有者等が行う伐採、造林、森林の
保護等の規範

森林経営計画(５年計画)

森林所有者又は森林所有者から森林の経営の
委託を受けた者が、自らが森林の経営を行う
森林について、自発的に作成する具体的な伐
採・造林、森林の保護、作業路網の整備等に
関する計画

一般の森林所有者に対する措置

・伐採及び伐採後の造林の届出
・施業の勧告
・無届伐採に係る伐採の中止命令・造林命令
・伐採及び伐採後の造林の計画の変更・遵守命令
・森林の土地の所有者となった旨の届出 等

農林水産大臣 森林法第４条

即して

都道府県知事 森林法第５条 森林管理局長 森林法第７条の２

即して 即して

（国有林）（民有林）

市町村 森林法第１０条の５

適合して

森林所有者等 森林法第１１条

適合して

樹立時に調整

１ 森林整備保全事業計画の位置付け

森林整備保全事業計画は、農林水産大臣が森林法第４
条の規定に基づき、全国森林計画の作成と併せて５年毎
にたてる計画。
全国森林計画に掲げる森林の整備･保全の目標の計画的

な達成に資するため、森林整備保全事業（森林整備事業、
治山事業）の目標や成果指標等を定めるもの。

２ 次期計画の計画期間

計画期間は、次期全国森林計画の計画期間(平成26～40
年度)のうち、最初の５年間(平成26～30年度）。

２
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＜植え付け＞
・植え付けの準備作業として 必
要な雑草・低木類の刈払い
・整理を行う地ごしらえ

・苗木の植え付け作業、種子の
播きつけ作業
・シカ等の防護柵の設置等

＜下刈り＞

・植栽木の成長・生存を妨げ
る雑草を刈り払い、植栽木
の確実な成長を図る作業

＜除・間伐＞

・生育対象となる樹木の成長
を妨げる雑木等の除去、生育
対象木間の競争緩和のため
の抜き伐り作業

＜複層林化・針広混交林化・
広葉樹林化の推進＞

・一斉人工林を複層林・針広混
交林・広葉樹林等に誘導する
ための、上層木の抜き伐り、下
層木に対する下刈り、除・間伐
等を実施

＜天然林の整備＞

・天然稚幼樹の発生や育成を
促進するための地表かきおこ
し作業や不用木の除去作業

・地表かきおこし等により発生
した林木等に対する下刈り、
除・間伐等を実施

＜路網の整備＞

・下刈りや間伐等の作業に
必要な林道等の整備

主な事業内容

【 森林整備事業】

【表土が流出した森林】【風倒木被害】

間伐未実施で放置された森林

○間伐が遅れ過密化した森林では、様々な公益
的機能が低下するばかりか、

・直径に対する樹高の比率が過大（もやし状）で

・林床が暗く下層植生が消失する

など、風倒木の発生等災害につながる危険性大

○国土保全、水源かん養等の多様な
機能が持続的かつ十全に発揮され、
安全・安心の確保にも寄与

間伐が適切に実施された森林

事業の効果

【 治山事業】

水源のかん養、土砂の崩壊の防
止などの保安林の指定目的を達
成するために行う森林の維持造
成に必要な事業

地すべり防止施設の新設、改良そ
の他地すべり防止区域内におけ
る地すべりを防止するための事業

主な事業内容

事業の効果

～治山事業により緑が復元～

治山事業完成 森林の復旧状況崩壊直後

＜保安施設事業＞

＜地すべり防止事業＞

山崩れや山火事等により森林が破壊され、山地災害等が発生するおそれがあ
り、緊急に森林に復旧させる必要のある荒廃地等については、森林の維持・造
成を行う治山事業を実施し、健全な森林に回復させて公益的機能の維持向上に
寄与

【事業イメージ（山腹工）】

崩れそうな土を
取り除きます
（法切工）

木を植えます
（植栽工）

土の表面を
覆って

雨や寒さから

守ります
（伏工）

土が崩れ
落ちないように
しっかり

押さえます
（伏工）

水の
通り道を
作ります

（水路工）

小段をつくって
平らなところを作り
木の根を張り易く

します（筋工）

（参考）森林整備保全事業の概要について
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●検討委員会 委員名簿 （敬称略、50音順）

氏 名 役 職

伊 藤 哲 国立大学法人 宮崎大学農学部教授

権 田 豊 国立大学法人 新潟大学農学部准教授

陣 川 雅 樹 独立行政法人 森林総合研究所
林業工学領域長

田 中 万里子 東京農業大学講師、拓殖大学講師、
東京経済大学講師

土 屋 俊 幸 国立大学法人 東京農工大学大学院
(座長） 農学研究院教授

（参考） 森林法(抜粋)
（全国森林計画等）

第四条 農林水産大臣は、政令で定めるところにより、森林・林業基本法 （昭

和三十九年法律第百六十一号）第十一条第一項 の基本計画に即し、かつ、保

安施設の整備の状況等を勘案して、全国の森林につき、五年ごとに、十五年を

一期とする全国森林計画をたてなければならない。

２～４ 略

５ 農林水産大臣は、全国森林計画に掲げる森林の整備及び保全の目標の計画

的かつ着実な達成に資するため、全国森林計画の作成と併せて、五年ごとに、

森林整備保全事業（造林、間伐及び保育並びに林道の開設及び改良の事業並び

に森林の造成及び維持に必要な事業で政令で定める者が実施するものをいう。

以下同じ。）に関する計画（以下「森林整備保全事業計画」という。）をたてな

ければならない。

６ 森林整備保全事業計画においては、全国森林計画の計画期間のうち最初の

五年間に係る森林整備保全事業の実施の目標及び事業量を定めるものとする。

３ 検討体制

森林整備保全事業計画の検討にあたっては、最近の
森林･林業を取り巻く状況の変化等を踏まえつつ、森林
整備保全事業の成果をより分かり易く国民に示す観点
から、現行計画における成果指標の達成状況を検証し
つつ、次期計画の成果指標を検討する必要がある。
このため、各研究分野毎の専門家による検討委員会

において、個別の成果指標毎に具体的な検討を行い、
林政審議会での議論に資することとする。

４ スケジュール(案)

平成25年８月26日 第1回 検討委員会
（現行計画の達成状況等）

平成25年９月11日 林政審議会（諮問）

10月中旬 第2回 検討委員会
（成果指標案の検討）

11月下旬 第3回 検討委員会
（成果指標案のとりまとめ）

12月 林政審議会
（次期計画の基本的な考え方）

平成26年２月頃 パブリックコメント

３月頃 林政審議会（答申）

３月末 閣議決定（予定）
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http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%8e%4f%8b%e3%96%40%88%ea%98%5a%88%ea&REF_NAME=%90%58%97%d1%81%45%97%d1%8b%c6%8a%ee%96%7b%96%40&ANCHOR_F=&ANCHOR_T=
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%8e%4f%8b%e3%96%40%88%ea%98%5a%88%ea&REF_NAME=%91%e6%8f%5c%88%ea%8f%f0%91%e6%88%ea%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000001100000000001000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000001100000000001000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000001100000000001000000000000000000


現行の森林整備保全事業計画（平成21～25年度）の枠組み

森林の多様性の維持増進、身近な生活環境として
の森林や国民に広く開かれた森林の整備及び保
全による「森林と人とが共生する社会の実現」

森林資源の循環利用による「循環を基調とする社会の

形成への寄与」

森林資源の活用、都市との共生・対流による「活力ある
地域社会形成への寄与」

森林の水土保全機能の高度発揮による「国民が安
心して暮らせる社会の実現」 

事業実施に向けた４つの基本的な視点と事業の目標 

６年間で合計３３０万ｈａの間伐の実施等を目標とする 「美しい森林づくり推進国民運動」を展開し、政府、地方公共

団体、森林所有者、林業・木材産業関係者、国民等の協力の下、京都議定書第１約束期間内の森林吸収量目標で

ある1,300万炭素トンの達成を目指す。

【基本的な方針】 
○ 森林整備保全事業は、森林の多面的機能を維持・増進することにより豊かな国民生活に寄与する環境創造事業として、
計画的かつ総合的に推進。

【事業の目標】 
○ 事業の目標については、森林の重視すべき機能等を踏まえ、「安心」、「共生」、「循環」、「活力」の４つの視点で目標を設定。
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現行の成果指標

事業目標 現行の成果指標 

森林と人とが共生 
する社会の実現 

を基調とする社会の
形成への寄与

活力ある地域社会 
形成への寄与 

【国土を守り水を育む 
  豊かな森林の整備・保全】 

【山崩れ等の復旧と予防】

【森林の多様性の維持増進】

【身近な生活環境の保全】

【森林資源の 
循環利用の促進】 

【森林資源を活用した 
地域づくりの推進】 

【山村地域における 
居住環境の向上】 

▶ 育成途中の水土保全林のうち、
機能が良好に保たれている森林の割合   【７１％→約７９％】  

▶ 周辺の森林の山地災害防止機能等が
確保される集落の数   【約５万２千集落→約５万６千集落】 

▶ 育成林全体に占める育成複層林面積の割合 【８．５％→約１０％】 
育成単層林から育成複層林への誘導 【約７万ha】 

▶ 海岸林や防風林などの総延長 【約７，３００kmの保全】 

【森林環境教育の推進】
▶ 環境学習や森林づくり活動等に利用するための
森林空間の維持及び森林環境教育の参加人数【約４４万人→約５０万人】

▶ 木材の安定的かつ効率的な供給が可能となる
育成林の資源量

 【約１億６千万m3の増加】 

▶ 適切な間伐等や伐採後の的確な更新を図り森林資源を
積極的に利用している流域 【約３０流域→約８０流域】 

▶ 山村地域における居住地周辺の森林や
生活環境の整備   【約２１０万人を対象に定住条件の向上】 
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